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審査結果要旨
 口蓋裂手術後も言語障害が十分に回復しない症例がある。それは主として開鼻声と異常構音に
 よるものであるが,その原因は卓、㌧咽腔閉鎖機能不全にあるといわれている。
 木研究は,この機能の回復過程を術後早期から正確に把握するとともに,術後の言語治療の成
 績判定および終了時期の予測を統計学的に行なうことにより,実地診療に役立てることを目的と
 している。
 鼻咽腔閉鎖機能の従来の検査法は,幼児には適用しがたい欠点がある。著者はWright式
 respirometerに,幼児用としてr吹きもどし」を装着し,呼気吹出し検査を行なっている。これ
 より呼気鼻腔漏出度を算出し,鼻咽腔閉鎖機能の指標としている。
 検査は術前・術後3および6ヵ月に行い,また,漏出度が零になるまでの術後の期間を年単位
 であらわし,これを零化期間とした。
 以上の4項目について統計学的検討を加えた結果は次の如くである。
 (1)対象は55名。平均年令は3.3才で,著者の検査方法のため,従来の報告よりかなり低年令
 になっている。
 (2)推計学的に男女聞に有意差はない。同様に,片側性と両側性間および軟口蓋裂と口蓋垂裂
 ・粘膜下裂間にも有意差はない。従って以後の統計処理は硬口蓋裂群,軟口蓋裂群,全対象
 群の3群に分類して検討している。
 (3)呼気鼻腔漏出度の減少率は,口蓋形態回復期と言うべき術後3カ月までが顕著であり,口
 蓋機能回復期と呼ぶべき術後3カ月から零化までの期間では低下している。従って,後者の
 期間は,適切な指導と患者自身の機能訓練への努力が重要であるとしている。
 (4)言語治療終了の目安として,漏出度零化時期を推定するため,3群のそれぞれについて術
 前,術後3および6ヵ月の漏出度を説明変数とする9種類の重,直線回帰式を作製している。
 これらの回帰式により得た理論値と実際値との適合度を要因分析法を用いて検定した結果,
 いずれも有意の適合性を示した。
 特に,3項目すべてを説明変数とする回帰式から得た理論値は適合度が高いという。
 (5)この重,直線回帰式により,従来経験的に考えていた呼気鼻腔漏出度零化時期が理論的に
 査定できるので,口蓋裂術後の機能回復の判定に有用であると述べている。
 以上,本論文は,口蓋裂術後の鼻咽腔閉鎖機能を呼気鼻腔漏出度の測定から統計学的に検討し
 たものであるが,口蓋裂診療上極めて重要な幼児の測定を可能にし,その成績を含めている点は
 注目に値する。また,今後さらに例数を加えて,より精度を高めるべきではあるが,術後の言語
 治療の判定や零化時期の予測を行うことにより,再手術の必要性の可否を含めた機能回復状態の
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 判断を適正に下しうるので,
 与に値するものと認める。
 診療上極めて重要な示唆を与える興味深い論文であり,十分学位授
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